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【令和２年度実績】 

1. 全国共同利用・共同研究拠点活動および企業利用促進の取り組み 

No.33 ②-4 国際共同利用・共同研究拠点及び共同利用・共同研究拠点の機能強化 
実績報告  
本センターは、共同利用・共同研究拠点の構成機関として特徴のある大規模科学技術計算シス

テム(いわゆるスーパーコンピュータ、スパコン)を整備・運用し、その利用者支援を積極的に行っ

てきた。本センターでは令和 2 年 10 月から新スパコンである AOBA の運用を開始した。すでに

多くの利用者が成功裏に AOBA へ移行できており、運用を開始してまだ数か月しか経っていない

にも関わらず、AOBA の利用率はすでに 90％を超える非常に高い状況となっている。これは本セ

ンターが AOBA への移行作業を中心として、利用者支援を積極的に行った証左である。また、令

和２年度も HPCI、JHPCN の採択課題をはじめとして多くの計算科学研究者との共同研究を実

施でき、単純な演算性能だけではなく利用者支援等も含めた総合力で、さらに大規模なスパコン

を有する他大学のセンターと比較してもそん色のない魅力をもつセンターであることを示した。令

和 4 年度および 5 年度には AOBA の計算能力を段階的に増強することを予定しており、システ

ム規模においても他センターに肩を並べることとなる。現在、増強以降も高い利用率を達成できる

ように、新規利用者の獲得に向けた利用者支援および広報活動に努めている。 

また、平成 30 年度からスパコンの企業利用にも積極的に取り組み、企業間の技術的連携を本セ

ンターが仲介する「BUB 連携」を実現した。令和元年度には BUB 連携をさらに強化・促進するた

めに NEC から SX-Aurora TSUBASA を借りて同システムの産業利用に必要な知見の蓄積、お

よび体制・制度の整備に努めてきた。その結果として、SX-Aurora TSUBASA に関しては、世界

的に見ても先駆的な利用支援体制を確立することができた。令和 2 年度は引き続き東京エレクト

ロンおよび NEC との BUB 連携に取り組み、東京エレクトロン側では特許出願１件につながる成

果が得られた。一方、本センターを介して産産連携を行った NEC も、同社の SX-Aurora 
TSUBASA の適用範囲を広げるための有用な取り組みとして評価しており、次年度も継続してこ

の取り組みに参加していくことが決まっている。また、BUB 連携において本センターで蓄積した

SX-Aurora TSUBASA 利活用に関する知見を活用し、社会に還元していくために、新規に三井共

同建設コンサルタント株式会社との産学連携も実現した。現在、さらに参加企業を増やすことを目

指し、その業務を主担当とする特任准教授(運営)を雇用して産学連携のさらなる充実・強化に取

り組んでいる。 

 

2. 安全安心を支える社会基盤としてのスパコン整備 

No.33 ②-4 国際共同利用・共同研究拠点及び共同利用・共同研究拠点の機能強化 
実績報告  
本年度はスーパーコンピュータ AOBA の運用を開始したため、AOBA で採用されている SX-
Aurora TSUBASA 向けの津波浸水被害推定シミュレーション並列化コードを開発した。SX-
Aurora TSUBASA が搭載しているベクトルホスト(VH)とベクトルエンジン(VE)と呼ばれる 2 種類

のプロセッサを組合わせて利用するハイブリッド MPI と呼ばれる技術により、高知県 30m 格子

モデルの実行時間が従来に比べて約半分に短縮され、リアルタイム津波浸水被害推定における

処理時間の大幅な短縮も実現した。その成果は、2020 年 11 月に開催された SC20 (The 
International Conference for High Performance Computing, Networking, Storage, and 
Analysis)において発表された。また、内閣府向けに開発したリアルタイム津波浸水被害推定シス
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テムの被害推計範囲の拡大を実施した。本システムは、南海トラフと相模トラフの地震を想定し

て、茨城県から鹿児島県の太平洋沿岸の津波被害を推計することになっていた。しかしながら、

日本海溝と千島海溝での大規模地震の発生リスクが高いことから、図に示すとおり内閣府の委託

業務として日本海溝と千島海溝の地震を想定した津波被害推計領域の拡大を実施した。本開発

によって全長 13,000Km の太平洋沿岸の被害予測を 30 分以内に行うことが可能となった。な

お、本取り組みに関しては社会的注目が高く、日経 XTECH(2/9 掲載)、読売新聞全国版(2/22
掲載)、月刊子供の科学 3 月号(誠文堂新光社)、日経コンストラクション(3/8 掲載)、NHK サイエ

ンスゼロ(3/14 放送)などで報道されている。 

【資料：（添付 2-1）リアルタイム津波浸水被害推定システムが被害推計を行う地域】 

 

また、熱中症リスク評価システムのさらなる高度化を目指して、シミュレーションコードのスーパー

コンピュータ AOBA への移植・最適化に取り組みながら、太陽光・暑熱複合ばく露における熱中

症リスクシミュレータの高精度化と熱中症搬送者数などの統計データとの連携による熱中症予防

啓発に対する大規模解析結果の有効利用の検討を進めた。これらの取り組みを通して、熱中症

発症には 1 日分の日中の暑熱ばく露(3 時間程度)のみではなく、数日間の連続した暑熱ばく露の

関連性が強い場合があることを明らかにした。また、熱中症搬送者数と各パラメータとの関連性

の調査を行った結果、気象データ(平均気温，WBGT)よりも、スーパーコンピュータを用いたシミュ

レーションによって得られた深部体温や発汗量のほうが熱中症搬送者数との相関が高いことを明

らかにしている。これらのシミュレーション結果は、2017 年から日本気象協会で公開している「熱

中症セルフチェック」に利用され、2020 年 4 月から 9 月までの間に 31 万件のアクセスを記録す

るなど広く社会に還元されている。 

さらには、本計画への取り組みをさらに加速させるために、運用中のスーパーコンピュータで緊急

ジョブを迅速に実行するための基盤ソフトウェアを研究開発し、スーパーコンピュータをより広く社

会基盤として活用するための技術開発を行っている。その成果は、AOBA での実運用で活用され

ており、本センター高性能計算技術開発(NEC)共同研究部門の成果として論文誌 IEEE Access 
(IF：3.745)に掲載され、学術的にも高く評価されている。 

（添付 2-1）リアルタイム津波浸水被害推定システムが被害推計を行う地域.png 
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3. 多様な教育研究活動等を支える情報基盤の活用充実と高度化 

No.79 ①-1 多様な教育研究活動等を支える情報基盤の活用充実と高度化 
実績報告  
実績報告:  

全学の情報化推進整備計画（第 3 期、平成 30 年度～令和 4 年度）に基づき、情報シナジー機

構における全学共通情報基盤の整備と運用の中核的組織として、大学の情報基盤環境に関する

先導的研究に取り組み、その成果普及により地域の他大学等へ貢献した。以下に、新型コロナウ

ィルス感染症対応における貢献を含め、本年度の実績を項目別に示す。 

 セキュアウェブサービス：部局等のウェブページにおいて CMS を学内向けサーバで使用

して安全にページ作成し、グローバルの公開用サーバに転送し公開する「セキュアウェブ

サービス」を昨年度から提供しており、今年度はその安定的なサービス提供を継続的に

実施した。これは、高機能化、業務最適化とセキュリティ強化に効果的な、全国の国立大

学に先駆けた先進の取組みである。 

    【資料：（添付 3-1）セキュアウェブサービス（概要）】 

  

 eduroam：学術無線 LAN ローミング eduroam の設計・構築、及び日本国内の高等教

育機関への展開は、本センターの後藤英昭准教授が全国の大学等を取りまとめて先導

してきたものである。eduroam は平成 29 年度より国立情報学研究所(NII)で事業化した

が、NII との密な連携により、 今年度も引き続き中心メンバーとして国内高等教育機関へ

の普及・展開、最新技術の調査と研究開発、利用範囲拡大に向けた取り組み(Cityroam
や国内初等・中等教育機関向けなど)等、継続的に活動を行った。国内 299 機関（令和 3
年 2 月）が参加している。 

 情報セキュリティ関連サンプル規程集の策定と推進：国立情報学研究所「高等教育機関

における情報セキュリティポリシー推進部会」におけるこの策定は、本センターの曽根秀
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昭教授が平成 18 年度から主査として先導して策定と普及推進に取り組んでおり、国内

各大学等における情報セキュリティ規程策定で参照されている。令和 2 年 2 月にクラウド

での機密情報取り扱い等の新しい情勢に対応した「高等教育機関の情報セキュリティ対

策のためのサンプル規程集（2019 年度版）」をリリースし、本年度はその普及に努め、本

学のみならず、全国の多くの大学の情報セキュリティ水準の向上に貢献する優れた水準

の成果を収めている。 
 東北学術研究インターネットコミュニティ（TOPIC）：東北地区の大学等が参加する

TOPIC への支援を事務局・幹事として行っている。今年度も講習会や研修会及び技術的

支援や人材育成を通じて、東北地区における学術研究・教育活動を支援して地域貢献し

ている貴重な活動を実施した。 

    【資料：（添付 3-2）R2 年度 TOPIC 講演会・研修プログラム】 

 研究・教育・大学運営における DX への取り組み：昨年度より情報部、データ駆動科学・

AI 教育研究センターと共同で取り組んできた学生の BYOD(Bring Your Own 
Device)(PC 必携化)について、今年度学部 1 年生より正式に導入した。この取り組みに

おいては、本センター教員が、全体構想の企画、各種サービス、ソフトウェアとの連携、

PC の具体的な推奨スペック策定などにおいて助言しつつ先導的に推進した。また、今年

度行われたオフィス製品・Microsoft 365、数値解析ソフト・MATLAB、グループウェア・サ

イボーズ Garoon などの全学規模のライセンス導入や、Zoom、Google Meet、Cisco 
Webex などの Web 会議サービスの導入などにおいて、本センター教員がその企画段階

から運用段階に至るまで、専門知識を生かして様々な場面で技術的な支援を行いつつ、

円滑な導入と安定的な稼働に貢献した。さらに、本センター教員の強力な後押しによって

前年度導入された Google G Suite for Education について情報部と協働し、その安定的

な運用、機能拡張、本学情報システムとの連携など、運用最適化・高度化にも寄与した。

この成果は、別に述べる本学のコロナ禍への対応において、そのプラットフォームとして

の重要な役割を担うこととなり、コロナ禍での本学の研究・教育の危機的な状況において

大きく貢献した。 
 新型コロナウイルス感染症対応の取り組み：コロナ禍におけるオンライン授業や学生支

援のため、新型コロナウイルス感染症対策遠隔授業タスクフォース/ワーキンググループ

に、本センターから教員が多数主要メンバーとして参画し、本学のオンライン授業等への

対応を強力に支援した。ネットワーク基盤の支援としては、学内設置の LMS である

ISTU の増強に際してネットワーク性能の拡張支援を行うとともに、学外からの教職員・学

生の学内ネットワークへのアクセスをセキュアに行うための VPN サービスの拡張を実施

した。また、本センターの菅沼拓夫教授は、全学の学生支援パッケージの一部として、学

生向けの Wi-Fi ルーターの無償貸与プロジェクトを主担当し、インターネット接続手段を

持たない多くの学生に安心・安全・安定なインターネット接続環境を提供した。さらに同教

授は、オンライン授業を実施する教職員向けの情報共有掲示板として、「東北大学オンラ

イン授業コミュニティ Slack」を主催し、教員・職員・学生 TA や部局・部署の枠を超えて、

全学規模でオンライン授業の様々な情報を迅速に交換できる場を提供した。これによりコ

ロナ禍におけるオンライン授業の運用を効果的に支援し、担当センターや部局等の支援

担当者への質問対応などの負担低減に大きく貢献した。 

    【資料：（添付 3-3）wi-fi ルーター無償貸与】 
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    【資料：（添付 3-4）slack-olc】 

 

 新型コロナウイルス感染症対応の取り組みの全国展開：本センターの菅沼拓夫教授は、

国立情報学研究所主催の「4 月からの大学等遠隔授業に関する取組状況共有サイバー

シンポジウム」の企画・運営会議に中核メンバーとして参画し、令和 3 年 3 月 26 日まで

に計 29 回に渡り開催された同シンポジウムの実施に大きく貢献した。また、同シンポジ
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ウムにおいて、本センター教員が 4 回講演を行い(最大で同時視聴者は約 2,000 名)、
本学におけるコロナ禍でのオンライン授業対応やコネクテッドユニバーシティ構想などの

DX 推進の取り組みについて、全国の大学等の関係者に対し幅広く周知・展開した。 

    【資料：（添付 3-5）nii シンポジウム 20200403】 

 

（添付 3-1）セキュアウェブサービス（概要）.pdf, （添付 3-2）R2 年度 TOPIC 講演会・研修プ

ログラム.pdf, （添付 3-3）wi-fi ルーター無償貸与.jpg, （添付 3-4）slack-olc.jpg, （添付

3-5）nii シンポジウム 20200403.pdf, （添付 3-1）セキュアウェブサービス（概要）.png, （添

付 3-5）nii シンポジウム 20200403.png 

 

4. 情報環境のセキュリティ強化と教育 

No.79 ①-1 多様な教育研究活動等を支える情報基盤の活用充実と高度化 
No.77 ①-3 内部統制システムの構築・運用 
実績報告  
本学の情報環境と構成員の情報セキュリティ対策を推進し教育を実施するとともに、情報セキュリ

ティ関連の研究成果を展開して学部・大学院・社会人向けの実践的情報セキュリティ人材育成に

大学間・産学連携により取り組んでいる。 

・情報セキュリティの教材：本学の教職員と学生を対象とする「コンピュータネットワーク安全倫理

に関するガイドライン」を平成３１年度に大改訂するとともに「東北大学情報セキュリティガイドブッ

ク」の別名を付けて、新入生等に配布している。親しみやすく要点を把握しやすい構成の教材に

改めたので、講習会では印象に残りやすくなったなど高評価である。 

【資料：（添付 4-1）東北大学情報セキュリティガイドブック（表紙）】 
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・情報セキュリティに関する教育啓発：e ラーニング教育の効果向上と受講者の負担軽減を意図し

て、コンプライアンス教育（個人情報保護）との連携を図り、「情報セキュリティ・個人情報保護教

育」に一本化して日本語版・英語版で実施するとともに、動画のスキップなどの改良を加えて実施

した。受講対象者役職員等 10,129 名のうち 9,981 名（98.54%）が受講修了して受講率がやや上

昇し、アンケート結果では 78.6%が「有効」及び「やや有効」となり本教育は有効であるとする率も

向上した。 

・脆弱性診断：「東北大学におけるサイバーセキュリティ対策等基本計画」に基づき、情報機器の

管理状況の把握及び必要な措置の実施の一環として、本学に存在するサーバの脆弱性診断を

行った。検出されたサーバ 1,130 件のうち Critical に分類される脆弱性が検知された 29 件等に

ついて措置を求める通知を発して、情報環境のセキュリティ強化を推進した。 

・大学間連携の実践的セキュリティ人材育成：文部科学省「成長分野を支える情報技術人材の育

成拠点の形成（enPiT2、平成 28～令和 2 年度）」事業において、本センターの曽根秀昭教授らの

教員がセキュリティ分野 Basic SecCap コースを推進している。具体的には、同教授が 14 大学全

体の事業責任者としてとりまとめるほか、本センターの教員が情報科学研究科の実践的情報教

育推進室長、室員、及び講義担当としてこの事業を実施し、他大学及び産業界との企画調整及び

セキュリティ総論 A やネットワークセキュリティ基礎演習などの講義・演習を担当している。この統

一カリキュラムに今年度は（令和 3 年 3 月現在）本学で約 30 名、45 の連携校・参加校全体で約

350 名の登録学生があり、学生からの関心が高い。令和 2 年度は、39 科目を提供し、オンライン
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講義の専門科目のほかに演習科目の一部のオンライン実施も開発した。enPiT 全体の受講満足

度アンケートでは、「有益だった」という回答は⾮常に高い水準(約 96%)を達成し、難易度につい

て「難しかった」が約 8 割ありながら、理解度では「理解できた」が 9 割以上に向上した。また、大

学院の SecCap コース（平成 24~28 年度の補助事業の後に自主継続）のセキュリティ分野に 5 
大学院の一つとして本学情報科学研究科が参加して、幅広い産業分野において求められている

「実践的なセキュリティ技術を習得した人材（実践セキュリティ人材）の育成」を実施し、また、社会

人向けの enPiT-Pro（平成 29～令和 3 年度）で ProSec セキュリティマインドコースに令和 2 年度

は社会人 1 名を受け入れて実施している。 

【資料：（添付 4-2）enPiT2 セキュリティ分野 BasicSecCap コース】 

 

・学内の情報基盤の情報セキュリティ：学内の企画・運用において、CSIRT の主要メンバーとして

本センターの教員が関わるなど、学内の教職員のサイバーセキュリティに関する意識や知識・技

術の向上にも努めている。 

（添付 4-1）東北大学情報セキュリティガイドブック_表紙.JPG, （添付 4-1）東北大学情報セ

キュリティガイドブック（表紙）_0.pdf, （添付 4-2）enPiT2 セキュリティ分野 BasicSecCap コー

ス.png, （添付 4-2）enPiT2 セキュリティ分野 BasicSecCap コース.pdf 
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5. 遠隔・非接触的血行状態モニタリング装置「魔法の鏡」の実用化と高機

能化 

No.23 ②-2 イノベーション創出を実践する研究の推進 
実績報告  
新型コロナウィルス感染症の感染拡大により、オンライン診療や遠隔医療の重要性が高まり、こ

れに密接に関連した本研究の目的である遠隔・非接触的な体調モニタリングに注目が集まった。

その結果、資料のような報道で紹介されるとともに、政府補正予算に基づく追加予算配分(800 万

円)を獲得した。 

【資料：（添付 5-1）新型コロナで規制緩和 遠隔医療の現状と課題】 

  

暗い中でも遠隔・非接触的に映像脈波を精度よく抽出するための近赤外光を使う方法における解

析対象領域の最適化に関する研究が、国際会議 42nd Ann. Conf. of IEEE Eng. in Med. & 
Biol. Soc.に採択されて口頭発表を行い、高い評価を得た。 

【資料：（添付 5-2）42nd Ann Conf of IEEE Eng in Med and Biol Soc】 

  

本年度特許登録（特許第 6727599 号）した映像脈波に基づく遠隔的・非接触的な血圧変動推定

法に基づくクラウド型体調モニタリングに関する研究が、国際会議 27th International Display 
Workshops に採択されて口頭発表を行い、高い評価を得た。 

【資料：（添付 5-3）特許 6727599】 

【資料：（添付 5-4）27th International Display Workshops】 

（添付 5-1）新型コロナで規制緩和 遠隔医療の現状と課題.pptx, （添付 5-2）42nd Ann 

Conf of IEEE Eng in Med and Biol Soc.pdf, （添付 5-3）特許 6727599.pdf, （添付 5-4）
27th International Display Workshops.pdf 


